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（議案第１号）

令和２年度宮崎県一般会計補正予算（第１号）

　　　　　　  　【単位：千円】

会計 所   属 補正額 補正前の額 補正後の額

教 育 政 策 課 12,409 3,203,611 3,216,020

財 務 福 利 課 0 4,329,359 4,329,359

高 校 教 育 課 0 3,622,560 3,622,560

義 務 教 育 課 11,679 233,382 245,061

特 別 支 援 教 育 課 50,136 426,928 477,064

教 職 員 課 58,022 95,394,595 95,452,617

生 涯 学 習 課 0 563,579 563,579

ス ポ ー ツ 振 興 課 20,549 1,218,275 1,238,824

文 化 財 課 0 576,506 576,506

人 権 同 和 教 育 課 0 107,908 107,908

合　　　計 152,795 109,676,703 109,829,498

財 務 福 利 課

（県立学校実習事業）

財 務 福 利 課

（ 育 英 資 金 ）

合　　　計 0 1,187,894 1,187,894

152,795 110,864,597 111,017,392

0 962,860 962,860

一
　
　
　
般
　
　
　
会
　
　
　
計

特
別
会
計

 総　　計

225,034 225,0340
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○新 県立学校等感染症対策事業

教 育 政 策 課

スポーツ振興課

１ 事業の目的・背景

県立学校及び県立図書館等において、マスクや消毒液などの感染症防止用品等を購入

し、県立学校の児童生徒の健康管理対策や感染症対策、文化施設等の感染症対策を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３２，９５８千円

(2) 財 源 国庫支出金 ５，３６２千円

一 般 財 源 ２７，５９６千円

(3) 事業期間 令和２年度

(4) 事業内容

① 県立学校における感染症対策事業 （スポーツ振興課：２０，５４９千円）

ア 健康管理対策

登校前、登校後の健康管理のための体温計等購入

イ 感染防止対策

飛沫拡散及びウイルス接触防止のためのマスク等購入

ウ 環境衛生対策

施設等に付着したウイルス除去のための消毒用品等購入

② 文化施設等感染防止事業 （教 育 政 策 課：１２，４０９千円）

教育委員会が所管する６施設に感染防止のための衛生用品等を購入

３ 事業効果

県立学校や文化施設等における感染予防の徹底が図られ、感染リスクが低減される。
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○新 「ＧＩＧＡスクール構想」早期実現のための支援事業

義務教育課

１ 事業の目的・背景

「ＧＩＧＡスクール構想」の早期実現を図るため、補助対象学年の拡充を含め、新型

コロナウイルスによる臨時休業中の学習にも活用できるタブレット等の整備を加速化さ

せる。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １１，６７９千円

(2) 財 源 全額国庫支出金

(3) 事業期間 令和２年度

(4) 事業内容

① 活用計画及び仕様書の作成支援

ア ＩＣＴ支援員を派遣し、各学校におけるタブレット等ＩＣＴ機器の活用計画作

成を支援

イ システムエンジニアを派遣し、市町村が行う活用計画に基づいたタブレット等

ＩＣＴ機器の整備（仕様書作成）を支援

② 導入説明会及び研修

ア 仕様書や活用計画作成の参考となるように、市町村に対し、県が考える標準仕

様のモデルを示したり、各ソフトウェアメーカーの基本的な機能の違い等につい

ての説明会を実施

イ 教員に対して、タブレットの操作方法や授業での活用方法等についての研修を

実施

３ 事業効果

県内市町村立小・中学校における児童生徒の１人１台端末整備の加速化が期待でき

る。
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○新 特別支援学校新型コロナウイルス感染症対策事業

特別支援教育課

１ 事業の目的・背景

特別支援学校では、遠方からの通学により保護者等の送迎が困難であるためスクール

バスを利用している児童生徒等がいる。また、身の回りの清潔を保つことが困難な児童

生徒も多数在籍している。これらのことから、特別支援学校のスクールバスの増便や衛

生環境を改善することで、新型コロナウイルス感染症の感染リスク低減を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５０，１３６千円

(2) 財 源 国庫支出金 ５，７１８千円

一 般 財 源 ４４，４１８千円

(3) 事業期間 令和２年度

(4) 事業内容

① スクールバス感染症対策事業

乗車率が５０％以上ある学校のスクールバスを増便する。（７校、１４便→

２８便）

② 衛生環境改善事業

児童生徒用の手洗い場の蛇口を自動手洗い器に改修する。（３８７箇所）

（トイレ、ランチルーム、給食を食べる教室などが中心）

３ 事業効果

特別支援学校のスクールバスを増便し密集状態を回避すること、また、手洗い場の

蛇口を自動手洗い器に改修し衛生環境の改善を図ること、などにより、新型コロナウ

イルス感染症の感染リスクを低減させる。
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○改 学校会計年度任用職員・学校医等の配置に要する経費

教職員課

１ 事業の目的・背景

臨時休業期間中の未指導分の補充学習を実施するにあたり、臨時休業の影響による児

童生徒の習熟度のばらつきが考えられることから、会計年度任用講師を配置し、児童生

徒の学習に著しい遅れが生じないよう対応する。

また、授業数の増加や授業を行うための教材準備等に係る教職員の負担軽減を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５８，０２２千円

(2) 財 源 国庫支出金 １１，３７３千円

一 般 財 源 ４６，６４９千円

(3) 事業期間 令和２年度

(4) 事業内容

① 学習指導員の配置

未指導分の補充学習実施に伴い、ＴＴ指導や習熟度別指導等を行うための会計

年度任用講師を配置する。

② 日本語指導補助講師の配置

小中学校に通う日本語指導が必要な海外から帰国した児童生徒や外国人児童生

徒に対して、補充学習実施に伴う時間数増加分の会計年度任用講師を配置する。

３ 事業効果

児童生徒の個々の学習状況に応じたきめ細やかな指導ができるとともに、教職員の業

務負担軽減を図ることができる。
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（報告第１号）

専決処分の承認を求めることについて

令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第６号）

生涯学習課

１ 事業名

みやざき地域学校パートナーシップ推進事業

（放課後子供教室：新型コロナウイルス感染症対策）

２ 事業の目的

新型コロナウイルス感染症対策による学校の一斉臨時休業に伴い、新たに放課後子供

教室を開設し、子供たちの居場所の確保及び学習機会を提供する。

３ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８０８千円

(2) 財 源 全額国庫支出金

(3) 事業期間 令和元年度

(4) 事業主体 市町村

(5) 事業実績

新型コロナウイルス感染症対策による学校の一斉臨時休業に伴い、子供たちの居場

所の確保及び学習機会を提供する必要があったことから、地域住民等の協力を得なが

ら、新たに放課後子供教室を実施する自治体に対し、スタッフの謝金や消耗品（マス

クや消毒液等の衛生用品）等の事業費を支援した。

【補助申請市町村】

日向市 （６教室） ３７５千円

椎葉村 （１教室） ７６千円

日之影町（３教室） １３３千円

五ヶ瀬町（２教室） ２２４千円
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県立学校における新型コロナウイルス感染症対策の対応について

令和２年４月１７日
宮崎県教育委員会

政府の緊急事態宣言の対象地域が全国に拡大されたことを受けて、宮崎県教育
委員会としては、以下のとおり対応する。

１ 対応について

全ての県立学校を４月２１日（火）から５月６日（水）まで、臨時休業と
する。

○ 臨時休業期間中に登校日は設けないこと。なお、個別対応等に関すること
については、登校する機会を設けることはできる。

○ 部活動も４月２１日（火）から５月６日（水）まで中止とすること。

２ 教職員の勤務について

○ 管理職は、職員室等での「国から示された３つの条件」が同時に重なるこ
とを回避するために、教職員の時差出勤や在宅勤務等について、業務に支障
のない範囲で認め、計画すること。なお、詳細については別途通知する。

※３つの条件（①換気の悪い密閉空間、②多くの人が密集する空間、③近距離での会話等）

３ 児童・生徒及び保護者への対応

○ 県立学校には、保護者等からの相談に応じる（休日・祝日を除く）窓口を
設置すること。

○ 児童生徒等に対しては、家庭学習が適切に行われるよう、教員が電話で指
導するなど可能な範囲で必要な措置を講じること。

○ 今回の措置について、保護者へは学校からホームページやメール等で知ら
せること。

４ その他

○ 対応方針は、今後の国の動向や感染の状況等を見ながら総合的に判断し、
適宜見直す。

○ 個別の具体的な事例や対応の詳細については、適宜、学校と協議する。

○ ５月７日（木）以降の対応については、改めて５月１日（金）に連絡を行
う。
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令和２年４月２０日時点

宮崎市 ５月６日まで延長 　○ ４月７日午後～４月２０日（臨時休業）

国富町 ４月２２日～５月６日 　○ ４月８日～４月２０日（臨時休業）
　○ ４月２１日は授業日

綾町 ４月２１日～５月６日

日南市 ５月６日まで延長 　○ ４月９日午後～４月２３日（臨時休業）

串間市 ４月２１日～５月６日

西都市 ４月２１日～５月６日

高鍋町 ４月２２日～５月６日

新富町 ４月２０日～５月６日

西米良村 ４月２２日～５月６日

木城町 ４月２２日～５月６日

川南町 ４月２２日～５月６日

都農町 ４月２２日～５月６日

都城市 ４月２２日～５月６日

三股町 ４月２２日～５月６日

小林市 ４月２１日～５月６日

えびの市 ４月２１日～５月６日

高原町 ４月２２日～５月６日

延岡市 ４月２２日～５月６日

日向市 ４月２２日～５月６日

門川町 ４月２２日～５月６日

諸塚村 ４月２２日～５月６日

椎葉村 ４月２２日～５月６日

美郷町 ４月２２日～５月６日

高千穂町 ４月２２日～５月６日

日之影町 ４月２２日～５月６日

五ヶ瀬町 ４月２２日～５月６日

市町村の臨時休業に係る対応状況について

市町村名 臨時休業の期間事務所

中部

南部

北部

備　考

4/20～5/6 ・・・・・ １町

4/21～5/6 ・・・・・ ５市町

4/22～5/6 ・・・・・１８市町村

5/6まで延長 ・・・ ２市町
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令和２年４月１７日現在

○休館又は利用休止する施設

施設名 所在地

県立図書館 宮崎市

県立美術館 宮崎市

県埋蔵文化財センター分館 宮崎市

県総合博物館 宮崎市

県立西都原考古博物館 西都市

宮崎県総合運動公園　有料公園施設 宮崎市

宮崎県体育館 宮崎市

宮崎県ライフル射撃競技場 宮崎市田野町

新型コロナウイルス感染症に伴う県有施設の休館等について

※休館期間　　令和２年４月２１日から令和２年５月６日まで　
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